
２

登
録
は
、
登
録
簿
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載

し
て
す
る
も
の
と
す
る
。

一

登
録
年
月
日
及
び
登
録
番
号

二

登
録
を
受
け
た
者
（
以
下「
登
録
講
習
機
関
」

と
い
う
。）の
名
称
及
び
住
所
並
び
に
代
表
者
の

氏
名

三

講
習
業
務
を
行
う
事
務
所
の
名
称
及
び
所
在

地

３

経
済
産
業
大
臣
は
、
登
録
講
習
機
関
が
第
一
項

各
号
（
第
一
号
を
除
く
。）の
い
ず
れ
か
に
適
合
し

な
く
な
つ
た
と
認
め
る
と
き
は
、
登
録
講
習
機
関

に
対
し
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
適
合
す
る
た
め
必
要

な
措
置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
登
録
の
更
新
）

第
二
条
の
四

第
一
条
第
一
項
の
登
録
は
、
三
年
ご

と
に
そ
の
更
新
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
期
間
の

経
過
に
よ
つ
て
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

﹇
新
設
﹈

２

前
三
条
（
前
条
第
三
項
を
除
く
。）の
規
定
は
、

前
項
の
登
録
の
更
新
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
講
習
実
施
の
義
務
）

第
二
条
の
五

登
録
講
習
機
関
は
、
公
正
に
、か
つ
、

次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
方
法
に
よ
り
講
習

を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
新
設
﹈

一

毎
事
業
年
度
一
回
以
上
行
う
こ
と
。

二

別
表
の
第
一
欄
に
掲
げ
る
講
習
科
目
を
、
同

表
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
学
歴
又
は
資
格
の
区
分

に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る

講
習
時
間
以
上
の
講
義
に
よ
り
行
う
こ
と
。

三

講
義
の
終
了
後
に
修
了
試
験
を
行
い
、
当
該

試
験
に
合
格
す
る
こ
と
を
講
習
の
修
了
要
件
と

す
る
こ
と
。

四

不
正
な
受
講
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
を
講

じ
る
こ
と
。

五

別
表
の
第
一
欄
に
掲
げ
る
事
項
を
含
む
適
切

な
内
容
の
教
科
書
及
び
視
聴
覚
教
材
そ
の
他
の

教
材
（
以
下
「
教
材
等
」
と
い
う
。）を
用
い
る

こ
と
。

六

教
材
等
（
視
聴
覚
教
材
を
用
い
る
場
合
に
あ

つ
て
は
、
視
聴
覚
教
材
を
除
く
。）は
、
受
講
者

に
配
布
す
る
こ
と
。

七

講
師
は
、
講
義
中
に
さ
れ
た
講
義
の
内
容
に

関
す
る
受
講
者
の
質
問
に
対
し
、
講
義
中
に
適

切
に
応
答
す
る
こ
と
。

八

一
の
講
習
の
受
講
者
の
数
は
、
講
師
一
人
に

つ
き
お
お
む
ね
二
百
人
以
下
で
あ
る
こ
と
。

九

第
二
条
の
七
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
届
け
出

た
同
項
に
規
定
す
る
講
習
業
務
規
程
を
遵
守
す

る
こ
と
。

２

登
録
講
習
機
関
は
、
講
習
を
修
了
し
た
者
に
対

し
、
様
式
第
四
の
四
の
ダ
ム
水
路
主
任
技
術
者
講

習
修
了
証
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

登
録
講
習
機
関
は
、
毎
事
業
年
度
、
予
想
さ
れ

る
受
講
希
望
者
の
受
講
の
機
会
を
確
保
す
る
よ
う

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４

経
済
産
業
大
臣
は
、
登
録
講
習
機
関
が
行
う
講

習
が
第
一
項
各
号
の
基
準
に
適
合
し
て
い
な
い
と

認
め
る
と
き
、
又
は
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て

い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
登
録
講
習
機
関
に

対
し
、
講
習
の
方
法
そ
の
他
の
業
務
の
方
法
の
改

善
に
関
し
必
要
な
措
置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
勧
告

す
る
こ
と
が
で
き
る
。

十

講
習
の
受
講
手
数
料
が
、
講
習
業
務
の
適
正

か
つ
確
実
な
実
施
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
額
で

あ
る
こ
と
。

十
一

講
習
業
務
以
外
の
業
務
を
行
う
場
合
に
あ

つ
て
は
、
当
該
業
務
が
講
習
業
務
と
誤
認
さ
れ

る
お
そ
れ
が
あ
る
表
示
そ
の
他
の
行
為
を
し
な

い
こ
と
。

（
登
録
講
習
機
関
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
）

第
二
条
の
六

登
録
講
習
機
関
は
、
第
二
条
の
三
第

二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
を
変
更

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
日

の
二
週
間
前
ま
で
に
、
様
式
第
四
の
五
の
登
録
講

習
機
関
変
更
届
出
書
に
変
更
を
必
要
と
す
る
理
由

を
記
載
し
た
書
類
を
添
え
て
、
経
済
産
業
大
臣
に

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

﹇
新
設
﹈

（
講
習
業
務
規
程
）

第
二
条
の
七

登
録
講
習
機
関
は
、
講
習
業
務
に
関

す
る
規
程
（
以
下
「
講
習
業
務
規
程
」
と
い
う
。）

を
定
め
、
様
式
第
四
の
六
の
講
習
業
務
規
程
届
出

﹇
新
設
﹈
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